
Ⅰ．調査結果の概要 （４人以上の事業所） 

（１）概 況 

 事業所数は、１，９３５事業所で、前年に比べて１０９事業所（５．３％）減少した。 

 従業者数は、５８，０１７人で、前年に比べて２，３２０人（３．８％）減少した。 

 製造品出荷額等は、１兆７，７５０億円で、前年に比べて１，２１０億円（７．３％）増加した。 
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（注）・電気機器の 14年以降は比較のため旧分類での数値 
   ・一般機器の 20 年以降は比較のため旧分類での数値 

図２　主要産業別製造品出荷額等の推移
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図１　事業所数・従業者数・製造品出荷額等の推移
指数（平成２２年＝１００）
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（２）事業所数 

 
 

事業所数は１，９３５事業所で、前年に比べて１０９事業所（５．３％）減少した。 

 産業別にみると、食料品製造業▲３３事業所（前年比▲４．３％）、輸送用機械器具製造業▲１９事

業所（同▲１０．６％）、窯業・土石製品製造業▲１８事業所（同▲８．５％）など１４業種で減少し、

金属製品製造業＋６事業所（同＋３．５％）、情報通信機械器具製造業＋２事業所（同５０．０％）、

石油製品・石炭製品製造業＋２事業所（同＋３３．３％）など８業種で増加した。 

 産業別の構成比は、１位が食料品製造業３７．８％（７３１事業所）、２位は窯業・土石製品製造業

１０．０％（１９４事業所）、３位が金属製品製造業９．１％（１７７事業所）、次いで輸送用機械器

具製造業８．３％（１６０事業所）の順になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１，９３５事業所 

前年比 ５．３％減 

図３　事業所数と対前年増減率の推移
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図４　事業所数の産業別割合
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図５　産業別事業所数の前年比増減
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（３）従業者数 

 
 

 従業者数は５８，０１７人で、前年に比べて２，３２０人（３．８％）減少した。 

 産業別でみると、輸送用機械器具製造業▲１，７１１人（前年比▲１７．３％）、はん用機械器具製

造業▲８５０人（同▲９．７％）、生産用機械器具製造業▲５３８人（同▲３６．９％）など１０業種

で減少し、電気機械器具製造業＋６５７人（同＋３２．８％）、繊維工業＋２２４人（同＋５．５％）、

食料品製造業＋２１９人（同＋１．５％）、など１４業種で増加した。 

産業別の構成比は、１位が食料品製造業２６．４％（１５，３３２人）、２位は輸送用機械器具製造

業１４．１％（８，１６５人）、３位ははん用機械器具製造業１３．６％（７，９１７人）、次いで

電子部品・デバイス・電子回路製造業７．５％（４，３３１人）の順になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５８，０１７人 

前年比 ３．８％減 

図６　従業者数と対前年増減率の推移
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図７　従業者数の産業別割合
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図８　産業別従業者数の前年比増減
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（４）製造品出荷額等 

 
 

 製造品出荷額等は１兆７，７５０億７００万円で、前年に比べて１，２１０億２，６００万円（７．３％）

増加した。 

産業別でみると、情報通信機械器具製造業＋８７３億７，１００万円（前年比＋１１６．５％）、電気機

械器具製造業＋２５１億４,８００万円（同＋８３．５％）、電子部品・電子部品・デバイス・電子回路製造

業＋１５７億８，４００万円（同＋６．４％）など１４業種で増加し、輸送用機械器具製造業▲２１０億円

（同▲４．４％）、生産用機械器具製造業▲１１７億９，２００万円（同▲４３．１％）、飲料・たばこ・

飼料製造業▲２４億４,４００万円（同▲７．４％）など７業種で減少した。 

産業別の構成比１位は輸送用機械器具製造業２６．０％（４，６１６億６，３００万円）、２位ははん用

機械器具製造業１６．８％（２，９８４億５,８００万円）、３位は電子部品・デバイス・電子回路製造業１

４．７％（２，６１０億１，１００万円）の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

１兆７，７５０億７００万円 

前年比７．３％増 

図９　出荷額等と対前年増減率の推移
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図１０　出荷額等の産業別割合
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図１１　産業別出荷額等の前年比増減
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（５）付加価値額 

 
 

 付加価値額（従業者３０人以上の事業所）は４，９１８億８,９００万円で、前年に比べて２２８億

１，７００万円（４．４％）減少した。 

 産業別にみると、はん用機械器具製造業▲３７１億８，５００万円（前年比▲３０．１％）、生産用

機械器具製造業▲５１億９，２００万円（同▲５３．０％）、プラスチック製品製造業▲３４億１００

万円（同▲４２．５％）など９業種で減少し、業務用機械器具製造業＋８７億１，９００万円（＋１０

４．０％）、食料品製造業＋７９億５，９００円（同＋１２．５％）、電気機械器具製造業＋３７億

８，４００万円（同＋２４．２％）など７業種で増加した。 

 産業別の構成比は、１位が輸送用機械器具製造業２９．３％（１，４４２億４，８００万円）、 

２位がはん用機械器具製造業１７．６％（８６３億３，５００万円）、３位が電子部品・デバイス・

電子回路製造業１７．６％（８６３億３，３００万円）、食料品製造業１４．５％（７１４億２，６

００万円）の順になっている。 
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前年比 ４．４％減 

図１２　付加価値額の産業別割合
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図１３　付加価値額と対前年増減率の推移
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（６）設備投資額 

 
 

 設備投資額（従業者３０人以上の事業所）は、７６７億５，９００万円で、前年に比べて４２９億

６，７００万円（３５．９％）減少した。 

 産業別にみると、電子部品・デバイス・電子回路製造業▲５２４億２，８００万円（前年比▲５５．

３％）、はん用機械器具製造業▲１０億８，９００万円（同▲１６．６％）、窯業・土石製品製造業▲

２億７，０００万円（同▲２４．４％）など７業種で減少し、食料品製造業＋２４億１,３００万円（同

＋５４．５％）、輸送用機械器具製造業＋２３億３，３００万円（同＋３４．３％）、鉄鋼業＋５億１，

７００万円（同＋４９７．１％）など１１業種で増加した。 

産業別の構成比は、１位が電子部品・デバイス・電子回路製造業５５．３％（４２４億２，８００

万円）、２位は輸送用機械器具製造業１１．９％（９１億３，２００万円）、３位は食料品製造業８．

９％（６８億３，７００万円）、次いではん用機械器具製造業７．１％（５４億７，４００万円）の順

になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７６７億５，９００万円 

前年比 ３５．９％減 

 
（注）平成 12 年までは従業者 10 人以上の事業所が対象 

図１５　設備投資額と対前年増減率の推移
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図１４　設備投資額の産業別割合
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（７）付加価値率、現金給与率、原材料率 

① 付加価値率 

 従業者３０人以上の事業所における付加価値率は３２．０％で前年より３．９ポイント下回った。 

 産業別にみた付加価値率は、業務用機械器具製造業が６９．２％と最も高く、次いで印刷・同関連業

５５．２％、繊維工業５１．３％の順であった。一方、低い業種は情報通信機械器具製造業５．０％、

化学工業２１．０％、鉄鋼業２３．６％の順であった。 

② 現金給与率 

 従業者３０人以上の事業所における現金給与率は１１．５％で前年より１．９ポイント下回った。 

 産業別にみた現金給与率は、金属製品製造業が３０．９％で最も高く、次いで印刷・同関連業２９．

６％、繊維工業２９．１％の順であった。一方、低い業種は情報通信機械器具製造業３．０％、業務

用機械器具製造業７．３％、電子部品・デバイス・電子回路製造業７．９％の順であった。 

③ 原材料率 

 従業者３０人以上の事業所における原材料率は６２．９％で前年を４．４ポイント上回った。 

 産業別にみた原材料率は、情報通信機械器具製造業９３．１％が最も高く、次いで鉄鋼業７４．２％、

プラスチック製品製造業６９．４％の順であった。一方、低い業種は業務用機械器具製造業２９．１％、

印刷・同関連業３８．５％、繊維工業４６．４％の順であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１６　産業別付加価値率
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図１７　産業別現金給与率
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図１８　産業別原材料率
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（８）市町別の状況 

① 事業所数        ～ 長崎市、南島原市、佐世保市などで減少 ～ 

 事業所数を市町別にみると、長崎市▲３５事業所（前年比▲９．０％）、南島原市▲２３事業所（同

▲９．６％）、佐世保市▲２０事業所（同▲６．１％）、雲仙市▲９事業所（同▲１１．３％）、波佐

見町▲５事業所（同▲４．９％）など１２市町で前年に比べ減少した。また、市町別の構成比は、長

崎市（１８．３％）、佐世保市（１５．８％）、南島原市（１１．２％）の順になっている。 
 
② 従業者数        ～ 大村市、時津町、雲仙市などで増加 ～ 

 従業者数では、大村市＋３９３人（前年比＋９．０％）、時津町＋１９８人（同＋７．１％）、雲仙

市＋９８人（同＋４．８％）の１１町で前年に比べ増加した。一方、長崎市▲２，０９７人（前年比▲

１２．９％）、佐世保市▲５０９人（同▲６．１％）、諫早市▲２６１人（同▲２．８％）、南島原

市▲１６８人（同▲８．５％）、など９市町で減少した。また、市町別の構成比は、長崎市（２４．３％）、

諫早市（１５．８％）、佐世保市（１３．５％）の順になっている。 
 
③ 製造品出荷額等     ～ 波佐見町、諫早市、佐世保市などで増加 ～ 

 製造品出荷額等では、波佐見町＋８８０億２００万円（前年比＋１１３．６％）、諫早市＋２７４

億６，２００万円（同＋８．１％）、佐世保市＋１４５億８００万円（同＋７．９％）など１０市町で

前年に比べ増加した。一方、長崎市▲１３４億７，８００万円（前年比▲２．５％）、大村市▲７４

億５，４００万円（同▲７．７％）、南島原市▲４２億１，７００万円（同▲２５．１％）の１０市

町で減少した。また、市町別の構成比は、長崎市（２９．６％）、諫早市（２０．６％）、佐世保市（１

１．２％）の順になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）平成17年以前の出荷額等は平成20年12月31日現在の市町別による集計値 

図１９　主要市町別製造品出荷額等の推移

長崎市

佐世保市

諫早市

大村市
西海市

時津町波佐見町0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

長崎市 佐世保市 諫早市 大村市 西海市 時津町 波佐見町

億円

年



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２０　事業所数の市町別割合
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（９）従業者規模別の状況 
 
① 事業所数 

従業者規模別にみた事業所数は、３０人未満の事業所が１，６１３事業所（８３．４％）を占め、

３０人～２９９人の事業所が３０２事業所（１５．６％）で、両者を合わせた３００人未満の事業所

が９９．０％、３００人以上の事業所が２０事業所（１．０％）であった。 

 前年と比較すると、３０人未満の事業所で１００事業所の減、３０人～２９９人の事業所で８事業

所の減、３００人以上の事業所は１事業所の減となっている。 
 
② 従業者数 

従業者規模別にみた従業者数は、３０人未満の事業所が１６，７７４人（２８．９％）、３０人～ 

２９９人の事業所が２２，１５５人（３８．２％）、３００人以上の事業所が１９，０８８人 

（３３．０％）であった。 

 前年と比較すると、３０人未満の事業所で６５人の減、３０人～２９９人の事業所で７３６人の減、

３００人以上の事業所で１，５１９人の減となっている。 
 
③ 製造品出荷額等 

 従業者規模別にみた製造品出荷額等は、３０人未満の事業所が２，０１１億７，５００万円 

（１１．３％）、３０人～２９９人の事業所が４，０８１億８，７００万円（２３．０％）、３００

人以上の事業所が１兆１,６５６億４，４００万円（６６．０％）であった。 

 前年と比較すると、３０人未満の事業所で５７億２，８００万円の減、３０人～２９９人の事業所

で６２億５，０００万円の増、３００人以上の事業所で１，２０５億４００万円の増となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２３　従業者規模別事業所数、従業者数、出荷額等
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（１０）１事業所当り、従業者１人当りの製造品出荷額等、付加価値額 

① 製造品出荷額等 

 １事業所当りの製造品出荷額等は９億１,７３２万円で、前年に比べて１億８１３万円の増加となっ

た。 

 平均を上回っている業種は、情報通信機械器具製造業２７０億５，７６２万円、電子部品・デバイ

ス・電子回路製造業１７４億７６万円、はん用機械器具製造業４５億２、２０８万円など７業種であ

った。 

 従業者１人当りの製造品出荷額等は３，０５９万円で、前年に比べて３１８万円の増加となった。 

 平均を上回っている業種は、情報通信機械器具製造業１億１，７４７万円、業務用機械器具製造業

７，１３９万円、電子部品・デバイス・電子回路製造業６，０２７万円など９業種であった。 

 

② 付加価値額 

 １事業所当りの付加価値額は３億１２２万円で、前年に比べて１２１万円の増加となった。 

 平均を上回っている業種は、電子部品・デバイス・電子回路製造業５７億７,０７０万円、業務用機

械器具製造業２１億５，４４３万円、情報通信機械器具製造業１４億７，４４９万円など７業種であ

った。 

 従業者１人当りの付加価値額は１，００５万円で、前年に比べて１１万円の減少となった。 

 平均を上回っている業種は、業務用機械器具製造業４，８０１万円、電子部品・デバイス・電子回

路製造業１，９９９万円、輸送用機械器具製造業１，８８５万円など８業種であった。 

 

図２４　１事業所当りの製造品出荷額等
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図２５　従業者１人当りの製造品出荷額等
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